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１．本論の目的と方法

⑴ はじめに
1999年 9月 30日に茨城県東海村の核燃
料加工施設㈱ジェー・シー・オーで発生した
臨界事故（以下「JCO事故」と略す）から、
10年が経過した。今日では事故を起こした
沈殿槽は撤去され、同社も工場の再開断念を
決定した。事故の刑事責任も確定するいっぽ
うで、人々のあいだでは事故の記憶が風化し
てきているとも言われる。
しかし、放射線被曝の健康への影響はかな
り後年になってから生じるのが通例であるか
ら、住民の健康診断はその後も続けられてい
るし、健康被害者が同社を相手取って始めた
裁判も 8年近く続いた。地域の農業や経済へ
の悪影響も長期にわたり、事故のあおりで開
発事業に失敗した茨城交通は、08年 11月に
民事再生法の適用を申請するに至った。風評
被害で納豆販売が落ち込んだ「くめ納豆」（く
め・クオリティ・プロダクツ）も、JCOとの
補償交渉が難航して裁判を起こし、09年 2
月に東京高裁で和解にこぎつけたものの、結
局は 8月に経営破綻した（あわせてこの間の
粉飾決算が明るみに出た）。JCO事故をめぐっ

ては、「過去形」では語ることのできない問
題が、まだ残されているのである。

⑵ JCO事故の関連文献
文献に関しては、10年間に多種多様なも
のが発行された。市販のものからいくつか取
り上げる形で整理を行うと、最初に目立った
のは、ジャーナリズム視点からのものだった。
①國分郁男『ドキュメント東海村』ミオシン
出版、1999年、②読売新聞社編集局『青い
閃光──ドキュメント東海臨界事故』中央公
論新社、2000年、などが該当する。
学術的立場からの文献発行には、ある程度
の期間を要した。日本原子力学会では事故調
査委員会を設置し、主として自然科学的な視
点で事故の原因や影響などを調査したが、結
果は、③日本原子力学会 JCO事故調査委員
会『JCO臨界事故その全貌の解明』東海大
学出版会、2005年、にまとめられたが、住
民などの側からは、国や専門家らの影響評価
や原因解明が矮小であるとの批判が投げかけ
られた。こうしたなかで、市民サイドの批判
的な視点で専門家らを集め、事故の社会的な
背景や影響などを、総合的に評価する試みも
行われ、その結果は、④ JCO臨界事故総合
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1999年 9月に東海村の原子力施設で臨界事故が発生して、多数の住民が被曝した。本県には「反
原子力茨城共同行動」という反原子力の市民団体があるが、この組織では以後毎年、この事故をテ
ーマにした集会を開いてきた。本論では、当該集会の内容と当該団体が関連して行ってきた 10年間
の活動を整理することによって、市民運動が何を提起してきたのかが明らかにされる。そして、原
子力をとりまく今日の情勢下での本県の反原子力運動の課題と役割について、事故の未然防止、運
動の拡大、国の政策転換という 3つの観点から評価を行う。
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年 JCO集会の概要 集会アピール等
1999 10.3 ㈰　臨界事故緊急抗議集会（水戸市自治労会館）

・事故の経過・問題点・今後の取り組み（丹野清秋・披田
信一郎・長田武・相沢一正・根本がん・荻野晃也・河野
直践・黒羽宏）

10.24 ㈰ JCO臨界事故抗議集会（東海村村松コミセン）
・講演（米核管理研究所・ポール・レーベンサール、エド・
ライマン／埼玉大学・市川定夫）

・地元からの報告（抗議行動・ガンマ線測定・村民アン
ケート）

● 10.3 集会緊急アピール（①影響・健康調査の実施、②
関係機関の情報公開、③第三者機関による原因究明、④
原子力防災見直し、⑤原子力政策の再検討、⑥プルサー
マルと東海再処理運転再開の凍結）
● 10.24 集会決議（①事故施設の完全遮蔽、②情報開示と
第三者的な事故調査、③全原子力施設の一時操業停止・
点検と防災体制見直し、④原子力政策の全面的見直し）

2000 9.24 ㈰ 止めよう再処理・JCO臨界事故を風化させない
全国住民のつどい（東海村中丸コミセン）・村内デモ
・パネル討論（四日市大学・古川路明、原子力資料情報室・
伴英幸、阪南中央病院・村田三郎、事故被害者の会・大
泉昭一）

9.30 ㈯ JCO臨界事故 1周年全国集会（水戸市・茨城教
育会館 15：30～）・市内デモ
・事故総合評価会議報告（古川路明）、東海村から（相沢
一正）、再処理再開反対（河野直践）、行動提起ほか

● 9.24 全国住民のつどいアピール（① JCO事故の事実究
明と責任追及、②再処理施設の運転再開反対）

● 9.30 集会決議（①政府と原子力安全委員会の責任追及、
②旧動燃の責任追及と再処理再開反対、③全被曝者への
補償とケア、④原子力政策の転換 )

2001 9.30 ㈰ なにも解決なんかしていない！ JCO臨界事故 2
周年を問う全国集会（水戸市・茨城教育会館）・市内デモ
・講演・被曝治療 83日間の記録（NHK・右田千代）
・現地調査の報告（阪南中央病院労組・西野淳、東北大学・
長谷川公一、自治労・飯田正美）

・被害者の会から・現地から（大泉昭一、河野直践）

●集会アピール（①事故原因・背景の究明と監督官庁等を
含めた責任の明確化、②健康診断や健康手帳の交付・被
ばく線量評価の見直しを含めた被曝者への補償と援護の
確立、③情報公開・政府との公開討論の実現と脱原子力
の取り組み強化）

2002 9.29 ㈰ 臨界事故に時効はない！ 3年目の市民・住民の
つどい（東海村石神コミセン）・村内デモ
・講演・JCO裁判で何が解明されたか（弁護士・伊東良徳）
・生活影響調査と住民の声（東北大学・長谷川公一）
・被害者の会からの訴え（大泉昭一・藤井学昭）
・再処理工場の建設中止を求める特別報告（止めよう再処
理青森県実行委・奈良岡克也）

●集会アピール（①被害・被曝の実態解明と被曝者支援、
②国・旧動燃も含めた原因解明と責任追及、③脱原子力
への転換）
●原子力施設の事故隠しを許さない！特別アピール（①事
業者の事故隠しと国の原子力政策への抗議・責任追及、
②施設総点検と連絡通報体制見直し、③傷つき原発の即
時停止と事故データ公開、④プルサーマル撤回と再処理
稼動中止）

2003 9.28 ㈰ いまこそ流れを変えよう！市民・住民のつどい
― JCO事故 4周年全国集会（東海村石神コミセン）
・村内デモ
・講演「変わりはじめた原子力裁判（弁護士・伊東良徳）、「夏の
電力需給関係の分析と問題点」（環境エネルギー政策研究所・
大林ミカ）、「健康被害訴訟 1周年の状況と問題」（相沢一正）

同日午前　プレ企画「新エネルギーと新しい村づくり交流
会」（東海村石神コミセン）　

●集会決議（① JCO事故の全体解明と情報公開、②被曝・
被害の徹底解明と大泉裁判への誠意ある対応、③国・旧
動燃を含めた責任究明、④原子力事業からの完全撤退）

※プレ企画パネラー　三上亨（グリーンエネルギー青森）、
　菅野芳秀（山形県・農業）、原田一夫（水戸農高教員）

2004 9.26 ㈰ JCO事故 5周年全国集会（水戸市びよんど）・市
内デモ
・講演「核の世紀の終焉に向けて――広島・長崎から

JCO・美浜事故まで」（古川路明）
・トーク「ヒバクと事故は終わらない」（事故被害者の会・
大泉昭一、元第五福竜丸乗組員・大石又七、敦賀市民の
会・吉村清）

・浜岡・六ヶ所・東京からのアピール

●集会決議（① JCO事故の全体解明と証拠物件としての
転換試験棟の保存・情報公開、②被曝・被害の徹底解明
と健康被害者裁判への誠意ある対応、③国・旧動燃を含
めた責任究明、④原子力事業からの完全撤退）

2005 9.25 ㈰ JCO臨界事故6周年全国集会（水戸市びよんど）・
市内デモ
・講演「原子力大綱と原子力のゆくえ」（九州大学・吉岡斉）
・青森・福井・茨城からの報告、JCO健康被害者裁判メッ
セージ

●集会アピール（①原子力政策大綱など原子力推進への反
対、② JCO事故被害者へのケアの実施と健康被害裁判
勝利、③脱原発に向けた全国連帯と取り組み強化）

2006 9.24 ㈰ 老朽化した東海第二原発にプルサーマルはいら
ない！ JCO臨界事故 7周年集会（東海村真崎コミセン）・
村内デモ
・講演「プルサーマルは何が問題か」（元京都大学・小林圭二）
・現地からの報告（大泉昭一、相沢一正）、青森と福井か
らの報告、原電申入れ報告

●集会アピール（①これ以上の核被害の阻止、②東海第二
と全国の原発でのプルサーマル反対、③もんじゅ・東海
再処理・六ヶ所再処理の廃止、④原発新設反対と老朽原
発の廃炉、⑤平和・環境・いのちを守る持続可能な社会
の実現）

表　JCO集会の経緯と原子力をめぐる動き
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その他の活動 県内の動き 全国の動きなど
3.27 動燃事故 2周年全国集会（水戸市
文化福祉会館）・市内デモ
10. 1　知事・東海村長・JCOに申入れ
10.24 東海現地行動（JCO申入れ、村
内デモ、原電・原研・核燃機構申入れ）

11.20～ 27 ハンガーストライキ実施
11.20 東海村住民アンケート報告書発
行

9.30 東海臨界事故が発生
11.27　JCO臨界事故を考える県民シン
ポジウム（同実行委員会主催、茨城県・
東海村ほか後援。笠松運動公園体育館）

9.14 プルサーマル燃料のデータ捏造が
発覚（各原発で使用中止・計画延期）
12.2 大内久さん死去　

3.11 再処理再開反対全国集会（水戸市
文化福祉会館）・市内デモ

4.29 住民影響調査報告会 (舟石川）
6.28 機構に公開質問（7.31、8.23交渉）
7.23 丹野清秋代表が死去
9.14 県原子力審議会に再処理再開反対
の申入れ（11.6同知事申入れ）

10.22 東海現地行動（村内デモ、原電・
原研・核燃機構・NDC・住金申入れ）

11.19 再処理再開抗議集会（東海現地）

1.23 東海村議に反原発の相沢一正氏当選
2.1～ 20 事故総合評価会議が住民生活
影響調査実施（長谷川公一代表）
7.11 ノーニュークスアジアフォーラム茨城
9.30 JCO臨界事故 1周年県民集会（実
行委主催、茨城県・東海村ほか後援。
水戸市茨城教育会館 13：30～）

11. 1 水戸地検が JCO職員 6人を起訴
11.20 東海再処理工場が運転再開

2.22 三重県知事が芦浜原発計画白紙撤
回
4.27 篠原理人さんが死去
12.19 六ヶ所再処理工場で使用済み燃
料搬入開始

3.18 東海第二原発裁判控訴審結審集会
（水戸市自治労会館、3.29同東京集会）
6.22 知事に ITER誘致反対の申入れ
10.28 東海現地行動（原電など三者要請）
10.30 知事・那珂町長に ITER誘致撤回要請
12. 1 イーターなんかいらない全国集会
（水戸市自治労会館）・那珂町内デモ
12.14　原電に出力低下事故で申入れ

4.27 チェルノブイリを忘れないで・救援コン
サート（実行委主催・ひたちなか市文化会館）
6. 3　ITER問題講演会（那珂町・イー
ターを知る会主催）
7. 4 東京高裁で東海第二裁判の原告敗
訴（原告は最高裁に上告）
8.26 東海村議補選で反原発・黒羽宏氏落選
12. 4 東海原発の解体始まる

5.27 刈羽村の住民投票でプルサーマル
反対が過半数を獲得
11.18　三重県海山町の住民投票で原発
誘致反対派が圧勝

9. 9 核燃機構との話し合い（6月に起
きた開発室プルトニウム汚染と通報遅
れ問題等）

10.26 東海現地行動（核燃機構・原研・
原電申入れ）

2.10-17 事故総合評価会議が第 2次住民影
響調査（4.14中間報告会・舟石川コミセン）
4.29 映画「アレクセイと泉」上映会（実
行委主催・東海文化センター）
6.30 実行委「ITER公開討論会」開催中止
9. 3 大泉夫妻が JCOと住友金属鉱山を提訴
（10.20支援する会結成。11.13第 1回公判）
9.28 東海村主催「安心の村づくりシンポ」

5.29　ITER国内候補地が六ヶ所村にな
る
8.29 東電のトラブル隠し発覚（11月に
福島第一原発 1号炉に 1年間の運転停
止処分）

3. 5 刑事裁判判決への見解を公表、
JCOに撤退と民事訴訟への誠実な対応
を申入れ
10.26午前　原電・原研・機構に申入れ
10.26午後　集会「原発安全神話を崩した
30年・そしていま」（東海第二原発裁
判原告団・弁護士ほか。村松コミセン）

3. 3 水戸地裁で刑事裁判判決（JCO役
職員 6人に最高刑が禁固 3年・全員執
行猶予。法人に罰金 100万円。双方控
訴せず確定）
5.18 神田香織講談「チェルノブイリの
祈り」＆村田光平トーク「未来への希
望」（実行委主催・東海文化センター）

1.27 名古屋高裁金沢支部・もんじゅ設置
許可無効判決（05年に最高裁で住民敗訴）
6. 7 東京代々木公園で脱原発全国集会
（5000人参加）
12.24 東北電力が巻原発計画を白紙撤回

4.27　茨城県・東海村・機構・原電にプ
ルサマール反対を申入れ
10.26　機構・原研・原電・JCO・住友
金属鉱山に申入れ

1.18 東海村議選で相沢氏落選
4.11-12 国際平和巡礼団が東海村内で
交流
11. 2 最高裁が東海第二原発訴訟に上告
棄却判決

8. 9　美浜 3号炉で 5人死亡の配管破断
事故が発生
12.21 六ヶ所再処理工場がウラン試験
開始

1.22 東海第二原発裁判・最高裁決定報
告集会（水戸市びよんど）
10.26 原子力研究開発機構に申入れ

9.26　JCO臨界事故健康被害裁判講演会
（支援する会主催。講師・長谷川公一、
石神コミセン）
10. 1 原子力研究開発機構が発足

5.30 もんじゅ訴訟、最高裁で住民側逆
転敗訴
6.28　ITERの建設地がフランスのガダ
ラッシュに決定
10.11 原子力政策大綱が決定　

9.24午前　プルサーマル反対を原電に申
入れ
10.26　近時の原子力情勢を憂慮する声
明　

4.30 実行委主催「チェルノブイリ事故
20周年とプルサーマルを考える」（今
中哲二・伴英幸ほか。水戸市民会館）
6.18 同「NOプルサーマル・刈羽村民
の選択に学ぶ」（近藤容人・長世憲知
ほか。石神コミセン）

3.24 金沢地裁で志賀 2号運転差止判決
（09年 3月に名古屋高裁金沢支部で逆
転判決）
3.31 六ヶ所再処理でアクティブ試験開始
8. 8　 「原子力立国計画」決定
9.19 原発耐震設計の新審査指針決定
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評価会議『JCO臨界事故と日本の原子力行政
──安全政策への提言』七つ森書館、2000
年、⑤ JCO臨界事故総合評価会議『青い光
の警告──原子力は変わったか』七つ森書館、
2005年、の 2冊にまとめられた。
原因論や地域社会論などからまとめた文
献も発行された。たとえば、「JCOの操業違
反」という表面をみるだけでは、事故真因は
明らかにできないと論じたものに、⑥槌田敦
『東海村「臨界」事故』高文研、2003年、⑦
七沢潔『東海村臨界事故への道』岩波書店、
2005年、などがある。地域住民の視点で事
故を扱ったものでは、⑧相沢一正・丹野清秋
編著『眠らない街──検証東海臨界事故』実
践社、2000年、⑨臨界事故の体験を記録す
る会『東海村臨界事故の街から── 1999年
9月 30日事故体験の証言』旬報社、2001年、
が注目される。他に、地域社会研究の視点で
事故を扱った、⑩齊藤充広『原子力事故と東
海村の人々』那珂書房、2002年、大量被曝
した従業員が死亡するまでの治療経過を追っ

た、⑪ NHK取材班『東海村臨界事故被曝治
療 83日間の記録』岩波書店、2002年、世論
動向を扱った、⑫岡本浩一他『JCO事故後の
原子力世論』ナカニシヤ出版、2004年、な
どもある。

⑶ 茨城県における「反原子力運動」と
JCO事故
　このように、JCO事故に関連した文献は
多数あるが、多くはジャーナリズムや科学研
究面のもので、地域住民や住民運動の視点で
事故を論じたものは少なかった。また、その
典型と考えられる文献⑧⑨も、事故からあま
り時期を経ないうちに刊行されたためにその
後の運動展開等を知ることはできないが、実
際には健康被害者が起こした裁判、脱原子力
の地域づくりを求める運動、原子力事業者や
関係機関に対する要請活動などが、今日まで
継続されてきたことを忘れてはならない。上
記の文献にはそれらが収められていない点に
難があるほか、市民団体については活動の経

年 JCO集会の概要 集会アピール等
2007 9.30 ㈰ JCO東海村臨界事故 8周年・健康被害賠償裁判

判決勝利 ! 全ての原発を止めろ ! 全国集会（東海村石神コ
ミセン）・村内デモ
・講演「科学にだまされない方法」（元九州大学・白鳥紀一）
・健康被害裁判の勝利に向けての報告（相沢一正）
・柏崎刈羽原発の被害現地からの報告（斉藤昭浩）

●集会アピール（① JCO健康被害者裁判勝利、②全国の
原発裁判勝利と原発労働者の労災認定、③国の安全審査
と原子力事業者の体質の根本的改善、④プルサーマル反
対と六ヶ所再処理・もんじゅの稼動阻止、⑤全原発の停
止と原発のない社会の創造）

2008 9.28 ㈰ あれから 9年忘れられない JCO事故 9周年集会
（東海村石神コミセン）・村内デモ
・講演「原発は地球温暖化対策の切り札じゃない」（原子
力資料情報室・西尾漠）
・行動提起（JCO健康被害裁判、六ヶ所再処理、地震と柏
崎刈羽原発、原子力空母横須賀母港化、もんじゅ再開と
MOX輸送）

●集会アピール（①原発は地球温暖化の切り札ではない、
②六ヶ所再処理工場の停止、③柏崎刈羽原発運転再開反
対、④原子力空母の横須賀母港化反対、⑤もんじゅ再開
とMOX燃料輸送反対、⑥ JCOへの謝罪要求と健康被害
者裁判勝利）

2009 9.19 ㈯ 問い続けよう！ JCO臨界事故 10 周年集会（東
海村文化センター）・村内デモ
・シンポジウム「東海村臨界事故は私たちに何を教えたの
か」（NHK放送文化研究所主任研究員･七沢潔、相沢一正、
大泉昭一、伴英幸、司会：河野直践）

●集会アピール（①老朽化原発の運転停止、②もんじゅ廃
炉、③六ヶ所再処理工場停止、④プルサーマル計画廃棄、
⑤エネルギー消費の削減に向けた政策転換、⑥ JCO事
故の教訓を生かして放射能の出ないエネルギーを推進す
る）

資料：実行委員会作成の各年「JCO集会」資料、反原子力茨城共同行動が発行してきたニュース、反原発運動全国連絡会発行の
月刊「反原発新聞」の記事等を参照することにより、河野が作成した。
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過等を意識的に整理しておかないと、資料が
散逸したり関係者の話を聞くことが困難にな
るという問題も存在する。
そこで、本論では茨城県内を舞台に原子力
批判の活動を続けてきた、代表的な市民団体
である「反原子力茨城共同行動」を取り上げ、
その活動の軌跡を整理する作業を行う。ま
た、かかる作業をとおして、この市民団体が
提起してきた問題や、運動の役割や今日的な
課題を考察する。なお、筆者は農業経済論と
協同組合論を専門としてきたが、隣接分野で
ある環境研究の視点で、原発問題をしばしば
論じてきた経緯がある。また、人々の運動と
いう視点でみると、協同組合運動は市民・住
民運動等とも重なる面があるので、環境問題
をテーマにした市民・住民運動の分析も行っ
てきた経緯がある。したがって本論は、この
ような筆者の過去の研究の延長線上に位置す
るものである 1）。

２．茨城県における反原子力運動・10
年の足跡───── 「JCO集会」を中心に

⑴ 「反原子力茨城共同行動」とは何か
「反原子力茨城共同行動」（以下「共同行
動」と略す）は、茨城県内で原発問題等に取
り組んでいる、さまざまな市民団体や個人の
ネットワーク組織である。旧ソ連で発生した
チェルノブイリ原発事故（1986年）を契機に、
原発反対の運動が広がるなか、1988年に発
足した歴史がある。以来、共同行動では原発
問題の講演会や学習会、集会やデモなどのイ
ベント、原子力事業者や行政機関への申入れ
などを行ってきたが、ゆるやかなネットワー
ク組織であるから、所属団体やメンバーの数
などは不定である。活動も、誰かの提起に賛
同した者がそのつど集まって、役割分担をす
る形で行われてきた。
したがって、原発をテーマに茨城県内で行
われている運動には、「共同行動」としての
取り組みのほかに、各団体が取り組んでいる

その他の活動 県内の動き 全国の動きなど
4. 5 東海第二原発の事故隠し・法令違
反等発覚で原電に運転停止・総点検を
申入れ
4.10 「日本原電の事故隠蔽・改ざんに
抗議する緊急集会」（水戸市自治労会
館）
7.17 新潟県中越沖地震を受け原電に東
海第二原発の即時停止を申入れ

3.30 日本原電が東海第二の点検結果を
発表（多数の事故隠蔽・データ改竄等
判明）

3.15 志賀 1号炉での臨界事故隠し発表
3.22 福島第一 3号炉の臨界事故隠し発表
3.25 志賀原発、能登半島沖地震で設計
基準越す揺れ
4.22 東洋町長に高レベル誘致反対派当選
7.16 新潟県中越沖地震で柏崎刈羽原発
が被災　

10.27 原電と東海第二の高経年化対策
や耐震安全対策等で交渉

1.20　東海村議選で相沢氏当選
2.27　水戸地裁が大泉裁判に原告敗訴の
判決（東京高裁に原告控訴）
7. 6 実行委主催「洞爺湖サミットを問
う」（蓮井誠一郎、河野直践。水戸市
びよんど）

10.22 山口県知事が上関原発公有水面
埋立を許可（09年 4月・中電が敷地
造成着手）
12.22 中部電力が浜岡 1・2号炉廃炉を
決定（かわりに 6号炉を増設）  .

10.26　茨城県知事･東海村長・原子力機
構・原電の 4者に申入れ（JCO事故被
害者の救済と防災体制確立、安全管理
の徹底、プルサーマル反対、脱原子力
の地域づくり、エネルギー政策の転換
など）

5.14 東京高裁が大泉裁判を棄却（25
日・最高裁に上告）
5.17 実行委「映画・六ヶ所ラプソディ
＆トーク in東海村」（原子力資料情報
室・沢井正子、相沢一正、河野直践。
東海文化センター）
6.28 支援する会集会「JCO健康被害裁
判の意義と高裁判決批判」（医師・佐
藤健二、弁護士・海渡雄一・伊東良徳。
中丸コミセン）

3. 5　MOX燃料フランス出港（5月に浜
岡・玄海・伊方原発到着）
5. 9 柏崎刈羽 7号炉が運転再開
6.24 もんじゅ再開に向け燃料交換開始
10.3 東京明治公園で「ノーニュークス
フェスタ 2009」開催　
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ものもたくさんあるが、共同行動では 30年
にわたって続けられてきた東海第二原発裁判
の支援、原発や再処理工場等の原子力施設に
よる汚染や事故への対応に力を注いできた。
とくに 90年代末には、97年に起きた当時の
動燃（98年に核燃料サイクル開発機構に改
組。以下「サイクル機構」と略す）のアスファ
ルト固化施設爆発事故に対する抗議行動など
に取り組んでいた。そうしたところに JCO

事故が発生したことから、以後はこの問題が
取り組みの柱になっていったのである。
前述のように、共同行動はネットワーク組
織であるから、特定の指揮命令系統にもとづ
いて動くものではない。だが、原子力事業者
や関係機関等との接触にあたっては、いちお
うのまとめ役が必要となるので、メンバーの
合議にもとづいて「代表」を置いてきた。発
足以来の代表は茨城大学農学部の教授・丹野

1）  筆者が執筆した論文等で本論に関係したものは、以下のとおり（なお、これらの一部は、河野直践『食・

農・環境の経済学』七つ森書館、2005年、同『人間復権の食・農・協同』創森社、2009年に、加筆

修正のうえで収録されている）。

（A）  JCO事故関連：①「地域農業振興と環境政策──転機に立つ『原子力との共存』路線」『21世紀

の茨城農業・農村振興プロジェクト調査研究報告書、茨城大学学長裁量経費報告書、2001年。②

「JCO事故 1周年の教訓」『茨城の地域と自治』第 7集、2001年。③「原子力災害と食料・農業

問題──『共存路線』の困難をめぐる一考察」『茨城大学地域総合研究所年報』第 34号、2001年。

④「地域農業論からみた『東海臨界事故』の論点と考察」『茨城大学地域総合研究所年報別冊・

東海村臨界事故と地域社会』、2002年。

  （B）  原発と農業の関係：①「原子力施設の立地と地域農業──統計と事例が語る『負の相関』」『茨城

大学政経学会雑誌』第 72号、2002年。②「原子力施設の立地と農林漁業──『いのち』の視点

を取り戻すために」『原子力資料情報室通信』第 400号、2007年。

（C）  各地の原発反対運動に関して：①「農業者による原発反対運動の展開と地域農業振興の足跡──

高知県窪川町と宮崎県串間市の事例から」『茨城大学地域総合研究所年報』第 35号、2002年。②

「電力事業改革と経済民主主義──住民運動の発掘を中心に」『茨城大学社会科学論集』第 39号、

2003年。③「『SAVE芦浜基金』活動の研究」『茨城大学社会科学論集』第 38号、2003年。④「原

子力施設の立地問題と地域農業・農村振興の課題──各地における農業者・住民の対応実態調査

をもとに」『東海村原子力防災対策と地域社会』、茨城大学地域総合研究所、2005年。⑤「農業経

済論・協同組合論からみた原発問題──反対運動と電力事業の主体論を中心に」『えんとろぴい』

第 60号、2007年。

  （D）  短評・新聞記事等：①新聞記事「原子力災害と食料・農業・健康」『茨城新聞』（21世紀の暮ら

しを考える・茨城大学公開講座から）、1999年 12月 11日づけ。②新聞記事「農家・消費者の連

携願う」『毎日新聞』(連載・21世紀茨城の 100人 )、2001年 7月 30日づけ。③「あまりに短かっ

た『丹野親分』とのつきあい」『一生感動・丹野清秋さんを追悼する』同書刊行委員会 (非売品 )、

2001年。④「核分裂と核融合」『浜ぼうふう』第 8号、脱原発とうかい塾、2002年。⑤「『普段

着の科学者』に近づくこと」『市民科学通信』、七つ森書館、2003年。⑥「親会社の責任」「証人

全員の採用を実現させよう」「原告自らの思いが語られる次回公判の傍聴にかけつけよう」それ

ぞれ『JCO臨界事故健康被害裁判ニュース』第 2、14、20号、それぞれ 2003年、2005年、2007

年。⑦新聞論説「未来を開く鍵」『反原発新聞』、2005年 9月号。⑧新聞記事「座談会・農林漁

業を活性化し、地域の力で原子力施設をなくしていこう」『反原発新聞』、2009年 1月号。



河野：「JCO事故」からの 10年間─反原発市民運動の軌跡─ 67

清秋氏で、JCO事故以来の行動をすすめる
にあたっても氏がその任にあたっていたが、
2000年 7月に病気で故人となったため、以
後は筆者（河野直践）が形式上の「世話人」
をつとめている（連絡・調整作業などには筆
者の手に余るものがあるので、実務の多くは
水戸在住の根本がん氏に負っている）。
筆者が茨城大学に赴任したのが 98年 10
月、茨城県に居を移したのが 99年 9月、本
団体との接触は 99年 10月 3日の「JCO事
故緊急集会」に出席して発言したのが最初で
あったから、それ以前の本団体の活動につい
ては詳しく知る立場にない。しかし、本学に
赴任する以前から筆者が首都圏で原発問題に
関わっていたことや、キャンパスが異なると
はいえ、故・丹野教授の同僚（専門分野も同
じ農業経済学）であったことなどから、「世
話人」を引き受けることになったため、その
後の活動については、筆者が全体を把握する
立場にある。したがって、以下では主として
こうした立場で筆者が手元に所蔵している共
同行動の資料に依拠して、活動の歩みなどを
整理する 2）。
具体的に述べると、共同行動では JCO事
故以来、この事故をテーマにしたおおむね
500人規模の集会を、東海村か水戸市のいず
れかで毎年開催してきた（以下「JCO集会」
と略す）。むろん、この集会の開催は共同行
動の活動の一部にすぎず、原子力をめぐる各

種の問題に対していろいろな活動を行ってき
たのが実情であるが、「JCO集会」を追って
いくと、共同行動が事故をどのような視点で
とらえ、何を提起してきたのかがよくわかる。
そこで、JCO集会の概要とそこで採択された
集会アピールの内容、共同行動が行った他の
主要な活動、原子力の問題をめぐる県内や全
国の動きなどを、別掲の表にまとめてみた。
以下ではこれに沿って、JCO集会を軸に共同
行動の取り組みをみていく 3）。

⑵ 1999 年の情勢と活動
共同行動はこの年、上述の「動燃事故」に
対する抗議や、同事故を受けて停止していた
再処理施設の再開に反対する活動に取り組ん
でいたが、JCO事故の発生を受けて、翌日の
10月 1日に自治労との連名で、茨城県知事・
東海村長・JCOの社長と東海事業所長に申入
れを行った。内容は、情報公開と安全対策の
徹底、第三者機関による原因究明を共通して
求めるとともに、JCOには汚染除去と各種被
害への補償を、知事と村長には東海再処理工
場の再開断念と、各種原子力施設の操業一時
停止をあわせて求めるものであった。
10月 3日（日）には、水戸市の自治労会
館で、共同行動主催の「緊急抗議集会」を開
催した。150人ほどの参加があったが、事故
原因はもとより被曝や汚染の状況も関係機関
が把握に取りかかったばかりの段階であった

2）  なお、共同行動の活動については、メンバーの一人が開いた「かんそいも通信」のホームページに、

脱原発とうかい塾の活動とあわせた詳しい年表があるが、05年で途切れており、ホームページ更新も

最近は滞っているので、近年の動きを追うには難がある。

3）  なお、JCO事故をめぐってこれとは別に、労組や諸団体を軸にした実行委員会形式の集会 (実行委員

長・田村武夫氏 )が、毎年 100人規模で東海村で開かれてきた模様である。だが、その集会は「臨界

事故を忘れず原子力事故を繰り返さない」ことが趣旨ではあるが、反原発の立場からのものではない。

そのために、共同行動としても筆者個人としても当該集会には特段の関わりをもってこなかったので、

その記録や評価は当事者の手に委ねることとし、ここではふれない。また、共同行動の活動や課題に

関する本論の評価は、あくまでも一研究者としての立場に基づくものである。したがって、以下は組

織としての公式見解ではないし、メンバーの間には多様な評価もありうることにも注意されたい。
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から、JCO近傍の放射能測定を早期に行った
京都大学・荻野晃也氏を迎えつつ、住民みず
からが入手した各種の情報をもとに、事故の
経過や問題点を発表する形をとった。そして、
①政府・自治体による環境・健康調査と相談
の継続的実施、②関係機関による全事故情報
の公開、③第三者機関による原因究明、④広
範な住民の避難を想定した原子力防災の見直
し、⑤原子力政策の見直し、⑤プルサーマル
計画と東海再処理工場再開の凍結、を求める
アピールを採択するとともに、関係機関への
要請、東海村住民アンケート 4）、東海村での
集会開催などの行動計画を決定した。
それを受けて、東海村民に対するアンケー
トや、学生メンバーを中心にした水戸駅前
でのハンストを含む街頭宣伝活動などが始め
られたが、10月 24日（日）には、共同行動
主催の「東海現地行動」が行われて、約 150
人が参加した。午前中に JCOへの申入れを
行ったのち、午後には日本原電からスタート
して原研を経てサイクル機構までの道のりを
デモしながら、これらの各施設に申入れを
行った。そして、最後に村松コミュニティー
センター（以下「コミセン」と略す）で、プ
ルトニウム問題に詳しい海外の研究者と、低
線量被曝の問題に詳しい元埼玉大学・市川定
夫氏を講師に招いて集会を開いた。

JCOへの抗議行動にとどまらない、こうし
た形態の行動がとられたのは、次の二つの理
由による。第一は、原子力推進の側では以前
から 10月 26日を「原子力の日」と定めて
宣伝活動をしてきたため、反原発運動の側で
もそれに対抗するべく、同日に各種のイベン
トを全国で行ってきた経緯があったためであ
る。共同行動も以前からこうした形で 10月

26日の前後に、東海村で集会や申入れなど
の行動を行ってきたので、99年には JCO事
故の問題も組み込む形で「現地行動」が行わ
れたのである。
第二は、共同行動が JCO事故はそれ単独
の問題ではなく、日本の強引な原子力推進政
策、とりわけ世界の趨勢にも反した「プル
トニウム利用路線」5）の一コマとして生じた
ものだととらえたことによる。というのも、
JCO事故は同社がバケツを利用したり、貯塔
にかえて沈殿槽を用いていたりという違法な
製造過程を採用していたとしても、通常の原
発燃料を製造していれば起こりえなかった事
故であり、プルトニウム利用炉であるサイク
ル機構の高速実験炉「常陽」の「マーク３」
という、濃縮度のとくに高い燃料（ウラン
濃度 18.8％）の製造中に起きたからである。
だとすれば、JCOや親会社である住友金属鉱
山のみならず、かかる特別な燃料を液体とい
う臨界の起きやすい形態で短期間のうちに製
造し、均質な濃度で納品せよという過酷な発
注を行ったサイクル機構にも、責任の一端が
ある。また、JCOに高濃縮ウランの扱いを安
易に認めたうえに、違法な操業を野放しにす
るなど監督を怠ってきた国や原子力安全委員
会にも、大きな責任があると共同行動では考
えた（実際には、旧動燃からの出向者が安全
審査を担当していたのが実態であった）。
振り返れば、97年に爆発事故を起こした
動燃の再処理工場は、プルトニウム利用を目
的にした施設であったし、99年の 9月には
プルサーマル燃料の品質データの捏造が暴露
されて社会問題化し、各原発での使用計画が
頓挫する結果になった。そんな矢先に、動燃
のプルトニウム炉「常陽」の燃料を作ってい

4）  調査結果は、11月 27日づけで共同行動編集・発行の報告書として公表した。

5）  ウランを燃料にした従来型原発を運転するだけでなく、その使用済み燃料を再処理してプルトニウム

を抽出し、より危険性が高いといわれる高速増殖炉の燃料にしたり、原発の燃料に混ぜて用いること。

後者は「プルサーマル」「MOX」と呼ばれる。
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て JCO事故が起きたとなれば、「根は一つ」
である。そこで、この日の集会では「JCO臨
界事故抗議集会」という名称に、「東海再処
理施設運転再開阻止」という副題がつけられ
て、招聘講師による講演と報告、集会アピー
ルの採択が行われた 6）。以後、共同行動では
一貫してかかる視点で JCO事故の責任を追
及するとともに、事故によって起きた各種の
問題解決と、プルトニウム利用を筆頭とした
日本の原子力政策の根本的な見直しを、一体
のものとして求めていくことになる。

⑶ 2000 年の情勢と活動
幸いにして、事故による環境の放射能汚染
は軽微であったが、多くの住民等が中性子線
による被曝を受けたうえに、農産物の販売不
振や観光客の減少などの悪影響が広域かつ長
期に及ぶ気配が出てきた。こうしたなかで、
08年の 11月 27日には笠松運動公園の体育
館で大規模な「県民シンポジウム」7）が開催
され、村民や県民のあいだで原子力不信の声
が高まっていった。09年 1月 23日に行われ
た東海村の村議会議員選挙は、こうした情勢
下のものであったから、東海第二原発裁判の
原告となるなど原発問題にかねてから取り組
んできた東海村在住の相沢一正氏が「脱原発」
を掲げて立候補し、当選を果たした。
ところが、原子力安全委員会が事故調査委
員会を組織してまとめた最終報告では、事故
が住民生活や地域社会に及ぼした影響につい
ては言及がなく、住民の被曝線量評価につい
ても、薄弱な根拠によって繰り返し下方修正

がなされた。かかる動きに対し、原水禁国民
会議と原子力資料情報室は、研究者や市民な
どをメンバーに合同で「JCO臨界事故総合
評価会議」を発足させて、政府から独立した
立場で事故原因の調査や、環境・健康・地域
への影響、原子力政策のあり方などを評価す
る活動に乗り出したので、第三者機関による
事故原因の解明を求めていた共同行動は、そ
れに協力する姿勢をとった。2月には東北大
学・長谷川公一氏のもとで行われた近隣住民
の大規模な訪問・聞き取り調査（生活影響調
査）にメンバーが調査員として協力し、4月
には調査結果の中間報告会を東海村で開催し
た（最終結果は 9月にまとまり、前出のよう
に七つ森書館から公刊された）。
いっぽうで旧動燃（サイクル機構）は、
97年の爆発事故と 95年のナトリウム火災事
故でそれぞれ止まっていた、東海再処理工場
と高速増殖原型炉「もんじゅ」（福井県）の
運転再開をめざした。そこで、共同行動は 3
月に、動燃事故市民調査会・原水禁・原子力
資料情報室とともに、水戸市で「再処理施設
運転再開反対全国集会」とデモ行進を行うと
ともに、サイクル機構に公開質問状を発して、
再処理工場の再開阻止に向けた交渉を繰り広
げた。再処理と高速増殖炉・プルサーマルの
推進路線は、原子力発電のなかでもとくに危
険が大きいだけでなく、経済面から見てもメ
リットがなく、必要性・合理性がないのでや
めるべきだ、というのが共同行動の基本姿勢
であった。
9月 24日（日）には、東海村の中丸コミ

6）  アピールの内容は 10月 3日の緊急集会のそれと重なる点が多いが、その後も JCOの施設から放射性

物質が環境に放出されていることが判明したので、施設の完全な遮蔽を求めることや、国による一元

的な原子力防災を想定した法律制定に反対すること（防災は自治体が中心となり、国が後押ししてい

く体制を求める内容）も盛り込まれた。

7）  この集会は、大串啓子・加藤木直・茨城県教職員組合・自治労茨城県本部を主体とする実行委員会の主催、

茨城県・東海村・近隣各町村・茨城県農協 5連・茨城県漁連・コープあい・日立市民生協・連合茨城

などの後援によって開かれた。
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センで、共同行動・原子力資料情報室・脱原
発とうかい塾・JCO臨界事故被害者の会・水
戸シビックアクション・原子力行政を問いな
おす宗教者の会など、県内外からの共同の呼
びかけによって、「とめよう再処理！ JCO臨
界事故を風化させない全国住民のつどい」が
開かれ、約 400人が参加した。この集会では、
JCO事故の被害実態や国・サイクル機構など
も含めた原因・責任問題の解明をはかること
と、東海再処理工場の運転再開を阻止するこ
とが一体的に扱われ、核化学や放射線被曝の
専門家からの問題提起と、地元住民からの問
題提起が重ね合わされた。集会では、JCOの
隣接に工場を経営していてみずから被曝した
ことを契機に、周囲の人々に呼びかけて「臨
界事故被害者の会」を組織して JCOとの交
渉にあたっていた大泉昭一氏（のちに JCO

を相手に民事訴訟を起こした）も登壇し、集
会後には村内デモが行われた。
さらに、事故から 1年後の 9月 30日（土）
には、水戸市の茨城教育会館で「JCO臨界事
故 1周年全国集会」が開かれた。この集会は、
共同行動・原水禁・原子力資料情報室・茨城
平和擁護県民会議の 4者の共催によるもの
で、以後この 4団体の共催で、集会が毎年開
催される運びとなった。集会では JCO臨界
事故総合調査会議からの報告、相沢東海村議
からの報告、東海再処理工場の再開問題に関
する提起等があり、①政府・原子力安全委員
会の責任の明確化、②発注者である旧動燃の
責任追及と再処理工場の運転再開反対、③被
曝者に対する補償の徹底と心身のケア、④原

子力政策の転換を求める決議を行い、終了後
は市内デモが行われた 8）。さらに 10月 22日
（日）には、共同行動主催で「反原子力の日・
東海現地行動」が実施された。内容は、原電、
原研、サイクル機構と、JCOの親会社である
住友金属鉱山のエネルギー・環境事業部技術
センター、原子力燃料を開発している三菱傘
下のニュークリア・デベロップメントへの申
入れと、村内デモであった。
いっぽう、JCO事故の刑事責任については、
11月 1日に水戸地検が JCOの職員 6人を起
訴したため、その後は水戸地裁での裁判に移
行することになったが、あたかもそれを待っ
ていたかのようなタイミングで、11月 10日
に茨城県と東海村は、再処理工場の運転再開
にゴーサインを出し、20日から再開する運
びとなった（サイクル機構の再開申請に県
の原子力審議会は 9月 26日に容認の方向を
確認し、10月 30日にそれを答申として県に
提出した。共同行動は 11月 6日に知事に再
開反対の申入れを改めて行ったが、県と村は
10日に容認を正式に回答したため、サイク
ル機構は 20日から再開するとした）。
そこで、再開予定前日の 19日（日）に、
共同行動はサイクル機構の正門前で抗議集会
を開いて、県内外の 30ほどの団体・個人の
連名で、①運転を再開せず厳重な検査・点検・
防災計画の樹立を行うこと、②臨界事故の起
きた JCOのウラン溶液の再処理は行わない
こと、③事務部門を含めた施設公開と住民の
抜き打ち検査を受け入れること、を求めた。
②は、再処理工場再開における最初の作業に、

8）  なお、同日には 13時 30分から同会館で、実行委員会主催、茨城県・東海村などの後援による「JCO

臨界事故 1周年県民集会」が開かれた（実行委員会の主体はエコネットいばらきの大串啓子・茨城県

教職員組合・全国農団労茨城県農協労連・自治労茨城県本部で、後援団体には各自治体・JA茨城県連合・

茨城県漁連・ハイコープ・連合茨城などが名を連ねた）。この集会は、原子力防災・安全規制の強化を

求める立場からのもので、原発反対の姿勢からのものではなかったが、安全・防災・補償対策の面で

は 4団体主催の「全国集会」と重なっており、開催にあたっても前者の終了後に同じ場所で後者の集

会を開く形がとられたから、双方に参加した人も少なくなかったとみられる。



河野：「JCO事故」からの 10年間─反原発市民運動の軌跡─ 71

「新型転換原型炉・ふげん」の使用済み燃料
とあわせて、JCOのウラン溶液再処理が掲げ
られたことによる。事故を起こした JCOの
ウラン溶液には放射性物質が含まれてはいた
が、多くは短寿命核種で量的にも僅かであっ
たから、再処理せずに保管して放射能の減衰
を待つのが合理的と思われた。そこで、共同
行動は JCOのウラン溶液再処理は工場再開
のための口実にすぎず、JCO事故の重要証拠
も隠滅するものだと強く批判したが、サイク
ル機構は 20日に運転再開を強行した。

⑷ 2001 年の情勢と活動
この年には、1973年の提訴から長く続い
てきた東海第二原発の設置許可取消訴訟の控
訴審（東京高裁）が結審を迎えたので、共同
行動では原告団とともに判決勝利に向けた集
会を 3月に茨城（水戸市）と東京の双方で開
いた。だが、7月の判決で住民側は敗訴とな
り、原告は最高裁に上告した。
また、新たな原子力施設である国際熱核融
合炉（ITER）を那珂町に誘致する計画が本
格化し、那珂町の住民を中心に ITER誘致に
疑問を抱く人々が学習会を開くなどの動きが
出てきた。ITERには安全上の問題が多々あ
るのみならず、経済性や必要性も疑問視する
専門家が多いことを共同行動では重視し、6
月には脱原発とうかい塾（青木総一郎世話人）
との連名によって誘致反対の申入れを知事に
対して行い、10月にも知事と那珂町長に誘
致撤回を求める申入れを行った 9）。また、12
月には苫小牧市や六ヶ所村など他の国内候
補地での誘致反対運動との連携をはかって、
「イーターなんかいらない全国集会」を水戸
市で共同開催するとともに、那珂町でデモ行

進を行った。
いっぽう、JCO事故の責任問題については、
刑事裁判の過程で矮小化の傾向が顕著になっ
た。というのも、刑事裁判では 6人の JCO

関係者と会社としての JCOの責任が追及さ
れたが、親会社・発注者・監督官庁等の責任
問題は不問に付されたからである。罪状も、
大量の放射線を浴びて死亡した 2名の JCO

従業員に対する業務上過失致死と違反操業の
みで、多数の住民を被曝させたことに関して
は直接に罪を問われなかった。補償交渉も、
秋の時点で約 7,000件に対して 145億円を支
払う方向に向かったが、JCOは健康被害の存
在を認めようとしなかった。また、農産物の
販売不振等も長期化するなかで、提示された
補償内容に不満を抱く住民や企業も多く、交
渉が暗礁に乗り上げる傾向が出てきた。
「JCO事故 2周年」を問う集会は、こうし
た情勢下のものであったから、「なにも解決
なんかしていない！」をスローガンに掲げ、
水戸市の茨城県教育会館で前年同様の 4団
体の共催で 9月 30日（日）に開催され、約
800人が参加した。集会では大量被曝して
死亡した JCO従業員の被曝治療の経過をド
キュメント番組化した NHKプロデュサー・
右田千代氏の講演が行われ、次に市民サイド
で行われた住民の被曝線量調査や社会調査
の報告、行政が実施している防災訓練の実態
についての報告、「臨界事故被害者の会」の
大泉昭一代表からの訴えなどがあった。そし
て、①事故原因と責任の明確化、②被曝者へ
の補償と援護の確立（無償・無期限の健康診
断の実施と健康手帳の交付、被曝線量評価の
見直し）、③関連情報の公開と市民・政府の
公開討論の場の設置を求めるアピールを採択

9）  ITERについては 92年に那珂町長が科学技術庁長官に誘致を陳情、95年に茨城県議会が誘致の意見書

を採択、96年に知事が誘致を表明、01年に那珂町議会が誘致を決議した。しかし、北海道苫小牧市

や青森県六ヶ所村も名乗りを上げたため、02年にこれらのうちから国が国内候補地を選定する運びと

なった。
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し、閉会後には市内デモが行われた（さらに、
10月 28日（日）には共同行動主催の「東海
現地行動」として、原電など 3つの原子力事
業者に対する申入れと、東海村内デモが行わ
れた）。
なお、01年には原発問題に関連して他に
も動きがあった。一つは、同年がチェルノブ
イリ事故から 15年目にあたっていたために、
共同行動メンバーを含む市民の手で実行委員
会が組織され、4月にひたちなか市文化会館
で「歌と語りの夕べ──チェルノブイリを忘
れないで・救援コンサート」が開かれたこと
である。なりゆき上、筆者が実行委員長を務
めたが、ウクライナ・ベラルーシの被曝者を
招いて開かれた集いには、約 700人の参加
があった。もう一つは、東海村の村議補選（8
月）に共同行動や脱原発とうかい塾のメン
バーでもある黒羽宏氏が立候補したことであ
る。1議席を 3名の候補者で争った結果、氏
は当選には至らなかったものの、前回の村議
選で当選した相沢氏の得票数（811票）を大
幅に上回る、1,337の票を得て 2位となった
（投票総数は 10,107）。

⑸ 2002 年の情勢と活動
住民の健康被害や補償などの問題が解決し
ないなかで、前出の「JCO臨界事故総合評価
会議」は、その後の住民の健康や生活状況、
意見などを把握する目的で、「第 2次住民生
活影響調査」を実施することになった。そこ
で、共同行動では 2月に調査員を募るなどし
て、これに再び協力した。いっぽう、「臨界
事故被害者の会」と JCOとの交渉は決裂し、
大泉昭一・恵子の夫妻はみずからの健康被害
を理由として、9月 3日に JCOと住友金属
鉱山を相手に裁判を起こした（10月 20日に
は有志の手で「臨界事故被害者の裁判を支援
する会」も結成され、11月 13日に第 1回公
判が水戸地裁で開かれた）。
このため、「JCO臨界事故 3周年全国集会」

は、東海村の石神コミセンに場所を移し、こ
の二つをテーマにして 9月 29日（日）に開
催され、約 600人が参加した。総合評価会
議の中間報告として、伊藤良徳弁護士と長谷
川公一東北大学教授の講演があり、続いて
臨界事故被害者裁判の原告である大泉昭一氏
と、支援する会準備会の藤井学昭氏（東海村
在住・僧侶）からの訴えがなされた。さらに、
青森県から六ヶ所再処理工場の建設中止を求
める報告があり、① JCO事故の被害実相・
被曝実態の解明と被曝者支援、②国や旧動燃
も含めた事故原因の徹底究明、③脱原子力へ
の転換、を求めるアピールを採択した。
また、この年の 8月には、東京電力が福島
第一・第二原発や柏崎刈羽原発で、炉心シュ
ラウドやジェットポンプの事故を長期間隠蔽
していたことが明るみに出た（これを皮切り
に、各種の事故隠しや不正行為等が他の電力
会社の原発でも行われていたことが判明し、
以後数年間にわたって「原発トラブル隠し」
が社会問題化した）。そこで、「3周年集会」
では上述のアピールとあわせて、①各地の原
子力事業者による事故隠しと国の監督不備を
糾弾するとともに、②施設の総点検と連絡通
報体制の根本的見直し、③「傷つき原発」の
即時停止と全事故データの公開、④プルサー
マル計画の撤回と再処理工場の稼動停止、を
求める「原子力施設の事故隠しを許さない！
特別アピール」を採択し、村内デモを行った。
また、10月 26日（土）には共同行動主催で、
日本原電・サイクル機構・原電の３者に対す
る申入れと、村内でのビラまき等の「東海現
地行動」が行われた。
いっぽう、ITER誘致については、5月 29
日に那珂町が国内候補地から外されて、六ヶ
所村が選定された。住民のあいだでは大江志
乃夫氏を代表に 17人の呼びかけ人を集め、
賛否双方の立場の専門家を招く形で ITERの
是非を問う公開討論会を 6月 30日に茨城大
学で開く企画が進められていたが（事務局・
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谷田部裕子氏）、那珂町が落選したことを理
由に茨城県が参加を断り、それを受けて原研
も不参加に転じたため、企画は中止となった。
また、同年には黒羽宏氏を代表とする実行委
員会が組織され、前年に開かれた「チェルノ
ブイリ救援コンサート」の流れを汲む形で、
チェルノブイリ事故による汚染問題を扱っ
た映画「アレクセイと泉」の上映会が、4月
29日に東海文化センターで開かれた。

⑹ 2003 年の情勢と活動
水戸地裁で行われてきた JCO事故の刑事
裁判に関して、03年 3月 3日に判決が出さ
れた。内容は越島元事業所長が禁固 3年と罰
金 50万円、他の 5人が禁固 3～ 2年、法人
としての JCOが罰金 100万円で、全ての禁
固刑に執行猶予がつけられた。
これに対して共同行動は、不十分な裁判・
判決だとする見解を 5日に公表した。①裁判
の枠組みが作業員 2名の死亡に対する責任と
原子炉等規正法上の「変更の許可および届出」
違反にすぎず、住民を被曝させた責任は問わ
れていない、② JCOの組織ぐるみの犯罪で
あったのに社長の責任は問われていない、③
親会社・発注者・監督機関の責任も問われて
いない、というのが批判の内容であった。ま
た、共同行動は同日に JCOを訪問して、東
海事業所の撤退と被害者裁判への誠実な対応
を求める旨の申入れを行った。しかし、水戸
地検も被告側も控訴しなかったので、一人の
実刑もないまま、18日に刑が確定した。
いっぽう、県外に目を転じると、反原発に
有利とみられる動きが目立ってきた。00年
には 30年以上も争われてきた芦浜原発の建
設計画を三重県知事が白紙撤回し、01年に
は新潟県刈羽村と三重県海山町で、プルサー
マルの実施と原発の誘致をめぐる住民投票に
反対派が勝利した。03年 1月には「もんじゅ」
の設置許可無効確認訴訟に、名古屋高裁金沢
支部が住民側勝訴の判決を出し、12月には

電力会社の判断で石川県の珠洲原発計画が凍
結され、96年の住民投票で反対派が勝利し
た新潟県の巻原発計画も、白紙撤回された。
こうしたなか、6月には「原発やめよう全国
集会 2003」が東京の代々木公園で開かれ、
5,000人の参加があった。また、茨城県でも
昨年と同じく黒羽宏氏のもとに実行委員会が
作られて、原発問題をテーマにした「講談と
トーク」が、5月に東海文化センターで開か
れた。
以上のような情勢を受けて、「JCO臨界事
故 4周年全国集会」では、「いまこそ流れを
変えよう！市民・住民のつどい」という副
タイトルがつけられた。開催日は 9月 28日
（日）、場所は前年と同じ東海村の石神コミセ
ンで、約 500人の参加があった。内容も副
タイトルに合わせて、JCO臨界事故被害者
裁判の状況報告に加えて、「変わりはじめた
原子力裁判」「夏の電力需給の分析と問題点」
という講演が行われるなど、視点を拡大した
ものとなった。そして、臨界事故被害者裁
判への誠実な対応、原子力事業からの撤退な
どを JCOに求める集会決議を採択したあと、
東海村役場までデモ行進が行われた。
また、同日の午前中には同じ場所で、実行
委員会形式による「プレ企画」も行われた。
「新エネルギーと新しい村づくり」をテーマ
にしたもので、「風車による市民発電」「生ゴ
ミ堆肥化と地産地消の町づくり」について、
青森県と山形県からそれぞれ講師を招くとと
もに、県内からも循環型農業をめざした農業
高校の実践報告があり、交流が行われた。
さらに、10月 26日（日）の共同行動主催「東
海現地行動」では、３つの原子力事業者に対
する申入れに加えて、村松コミセンを会場に、
東海第二原発裁判原告団との共催による集会
が開かれた。「原発安全神話を崩した 30年・
そしていま」と題した企画で、原告や弁護士
を囲んで、最高裁に上告中の当該裁判のあゆ
み・論点等を話し合った。
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⑺ 2004 年の情勢と活動
このように、JCO事故の発生や各地の住
民運動などをとおして、原子力推進に若干の
ブレーキがかかるかに見えたのが、03年頃
までの情勢であった。だが、04年には県内・
県外を問わず運動側はしだいに厳しい局面
に立たされるようになった。1月の東海村議
選で相沢一正氏は議席を失い、11月には最
高裁で東海第二原発裁判の原告敗訴も決まっ
た。3月には九電と原電が、玄海・敦賀・東
海の各原発で早ければ 08年度にプルサーマ
ルを実施するとの計画を発表、12月には青
森県の六ヶ所再処理工場でウラン試験がス
タートした。また、8月には福井県の美浜原
発で配管破断によって 5人の労働者が死亡す
るという、「JCO事故の教訓」を忘れたとし
かいえないような悲惨な事故も起きた。
そこで、共同行動では 4月 27日に、茨城
県・東海村・原電・サイクル機構の 4者に対し、
プルサーマルに反対する旨の申入れを行っ
た。また、「反原子力の日」の行動として 10
月 26日には、原電・サイクル機構・原研に、
①すべての原子力施設の停止と総点検、②プ
ルトニウム利用路線からの撤退、③住民の意
見をふまえた組織のあり方の再検討 10）、を
求めて申入れを行うとともに、JCOと住友金
属鉱山に対しても、①被害者裁判への誠実な
対応を求めるとともに、②事故現場である転
換試験棟は解体撤去するのではなく、一つの
教訓として現状のまま保存せよとする申入れ
を行った。
かかる情勢のもと、「JCO臨界事故 5周年
全国集会」は、再び水戸市に会場を移し、原
子力と被曝そのものを問うという、巨視的な
観点で開かれた（開催日は 9月 26日（日）、
場所は「びよんど」、参加者は約 500名）。「核

の世紀の終焉に向けて──広島・長崎から
JCO・美浜事故まで」と題した核化学者・古
川路明氏の講演があり、続いて「ヒバクと事
故は終わらない」をテーマに、大泉昭一氏、
元第五福竜丸乗組員・大石又七氏、高速増殖
炉など建設に反対する敦賀市民の会・吉村清
氏からの発言があった（この年は第五福竜丸
が被曝したビキニ水爆実験から 50周年にあ
たっていた）。「原発震災」の不安が広がる静
岡県、再処理工場のウラン試験を控えた青森
県などからの報告もあり、JCOの原子力事業
からの完全撤退等を求める集会決議を採択し
たあと、水戸市内でデモ行進が行われた。

⑻ 2005 年の情勢と活動
05年には、原子力を強引にすすめようと
する国側の動きが、ますます顕著になった。
5月には控訴審で住民側が勝訴した「もん
じゅ裁判」に関し、最高裁が逆転敗訴の判決
を出した。9月には、新たな原子力長期計画
の策定をすすめていた国の策定会議が、再処
理路線を堅持する方向に立って、「原子力政
策大綱案」を多数意見として決定した。
そこで、6年目の「JCO集会」も前年と同
様に、水戸市の「びよんど」を会場に、「原
子力政策大綱」を素材に、国の原子力政策そ
のものを批判する形で開催された（開催日は
9月 25日（日）、参加者は約 350人）。最初に、
国の策定会議の委員に選ばれて反対意見を述
べた九州大学の吉岡斉氏が、「原子力大綱と
原子力のゆくえ」と題して講演を行い、次に、
同じく委員として反対意見を述べた原子力資
料情報室・伴英幸氏をまじえてのトークが行
われた。さらに、青森・福井・茨城からの訴
えがあり、①原子力政策大綱に象徴される強
引な原子力推進への反対、② JCO事故被害

10）  この項目は、原研とサイクル機構の統合問題を背景に立てられたものである。原子力に関わる諸組織

の将来は、組織内部の閉鎖的な議論ではなく、国民の世論をふまえつつ、住民の意見を聞きながら決

められるべきであると、共同行動は申入れた。
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者へのケアや被害者裁判勝利に向けた取り組
みの強化、③事故防止と脱原発をめざした全
国的連帯、を柱とするアピールを採択し、閉
会後に水戸駅までのデモ行進を行った。
いっぽう、10月 1日には原研とサイクル
機構が統合されて、「日本原子力研究開発機
構（以下「機構」と略す）が発足した。それ
を受けて、05年の共同行動「反原子力の日」
の行動は、安全対策の徹底や情報公開、再処
理工場の操業停止、事業の方向転換等を 10
月 26日に申入れる形で取り組まれた。

⑼ 2006 年の情勢と活動
06年は、旧ソ連のチェルノブイリ原発事
故から 20周年の年であり、プルサーマルも
具体化段階に入りつつあった。そこで、共同
行動などの呼びかけによって実行委員会が作
られ、「私たちの平和・環境・いのち 2006」
と題した連続企画が取り組まれた。第一弾は
4月 30日（日）に水戸市の市民会館で、「チェ
ルノブイリ事故 20周年とプルサーマルを考
える」と題して開かれた集会で、京都大学・
今中哲司氏と、伴英幸氏の講演などが行われ
た。第二弾は 6月 18日（日）に東海村の石
神コミセンで、「NO！プルサーマル　新潟・
刈羽村民の選択に学ぶ」と題して開かれた集
会で、住民投票でプルサーマル反対を選択し
た刈羽村から 2人の村議を招き、トークと意
見交換が行われた。
こうした情勢を受けて 7年目の「JCO集会」
は、東海村に再び場所を戻し、「老朽化した
東海第二原発にプルサーマルはいらない！」
という副タイトルをつけ、それに比重を置く
内容で開催された（開催日は 9月 24日（日）、
場所は真崎コミセン、出席者は約 300人。
また、集会に先立って同日の午前に、共同行
動を含む主催 4団体で、プルサーマルに反対
する申入れを原電に対して行った）。集会で
は、元京都大学・小林圭二氏がプルサーマル
を批判する講演を行い、相沢一正・大泉昭一

両氏が「7年目の JCOと東海村」と題した
報告を行った。さらに、午前中に行われた原
電への申入れや青森県・福井県からの出席者
による報告があり、① JCO事故を教訓にし
た核被害の防止、②プルサーマル反対、③も
んじゅ・東海および六ヶ所再処理工場の廃止、
④老朽原発の廃炉、⑤持続可能な社会の実現
などを内容とする決議を採択したあと、村内
デモが実施された。
10月 26日（木）には、共同行動を含む県
内 8団体と個人 30名の連名で、「近時の原
子力情勢を憂慮する声明」を行った。声明は
二つの内容から構成され、第一は 10月 9日
に北朝鮮が行った核実験や、それに刺激され
た「日本核武装論」の台頭などを憂慮し、緊
張緩和の視点で各国は核軍縮に尽力せよとい
うものであった。第二は、チェルノブイリ事
故 20年の節目において、原子力利用の恐ろ
しさと愚かさを確認して脱原子力に歩むべき
であるにもかかわらず、六ヶ所再処理工場の
アクティブ試験強行や、プルサーマルの具体
化など、原子力の無謀な商業利用が強行され
つつあることを批判したものであった。

⑽ 2007 年の情勢と活動
07年は、数々の衝撃的な事実を含む電力
会社の悪質な「事故隠し」が次々と発覚し、
原子力事業者の体質に、深刻な問題がある
ことが露呈した年であった。すなわち、3
月 15日には北陸電力の志賀原発 2号炉で、
JCO事故の 3ヶ月前にあたる 99年 6月に制
御棒の複数脱落による臨界事故を起こしてい
たのに、それを 8年間も隠蔽していたことが
発覚した。続けて、東京電力の福島第一原発
2号炉と 3号炉でそれぞれ 84年と 78年に制
御棒脱落による臨界事故を起こし、最長 30
年近くも隠してきたことや、98年に 4号炉
で 34本もの制御棒が一斉に部分脱落する事
故があったことが発覚し、東海第二原発でも
81年以来 25年間にわたって、データの改竄
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や警報機外しなどの違法操業が繰り返されて
きたことが判明した。いっぽう、地震時の安
全性に問題があるとして金沢地裁が運転差し
止めの判決を 06年 3月に出した志賀原発で
は、それから 1年後となるこの年の 3月に
起きた能登半島地震で、設計基準を超えた揺
れで施設が破損するなどの事態が起きた。
看過できないとして共同行動は、4月 5日

（木）に原電に事故隠し等への抗議と、総点
検の実施・プルサーマル放棄を求める申入れ
を行い、10日（火）の夜には水戸市の自治労
会館で、「日本原電の事故隠ぺい・改ざんに
抗議する緊急集会」を開いて、沸騰水型原発
の即時運転停止と早期廃炉を求める決議をあ
げた。さらに、7月 16日には新潟県中越沖地
震が発生し、柏崎刈羽原発で火災の発生、使
用済み燃料プールの溢水や放射能放出、緊急
対策室の使用不能、地盤陥没や施設の沈下や
隆起、大型クレーンなど各種機器の破損等の
深刻な事態が発生した。そこで、共同行動で
は翌日の 17日（火）に、原電に東海第二原
発の即時停止を求める緊急申入れを行った。
いっぽう、水戸地裁で行われていた JCO

事故の被害者裁判は、02年の提訴から 20回
あまりの公判が行われて大詰めを迎えつつ
あった。そこで、8年目の「JCO集会」では、
「健康被害賠償裁判判決勝利」「全ての原発を
止めろ」の二つのスローガンが掲げられた。
場所は東海村の石神コミセン、開催日は 9月
30日（日）で、約 400人が参加した。相次
ぐ事故隠しという情勢を受けて、元九州大学・
白鳥紀一氏が「科学にだまされない方法」と
いう講演を行い、次に JCO被曝者裁判の経
過と問題点の説明が行われた。さらに、柏崎
刈羽原発の現地から地震災害の状況について
映像資料をまじえた報告があり、被害者裁判

の勝利や全原発の停止などをめざした決議を
採択したあと、村内でデモを行った。

⑾ 2008 年の情勢と活動
1月の東海村議選では、前回に落選した相
沢一正氏が 699票を得て、再び当選を果た
した。だが、JCO被害者裁判には、水戸地裁
が原告の請求を棄却する判決を 2月に出し
（原告は東京高裁に控訴）、プルサーマル実施
やもんじゅ再開に向けた動きも進行した。ま
た、地球温暖化防止対策の一つと称して、原
発推進の動きが世界で目立ってきた。折しも
日本で開かれることになった G8（北海道洞
爺湖サミット）では、原発を売り込もうとす
る諸国の思惑が交錯し 11）、新規の原発立地
がしばらくなかった日本でも、山口県知事が
祝島住民の反対を押し切って、上関原発建設
のための公有水面埋立許可を 10月に出した。
そのため、「あれから 9年──忘れられな
い JCO事故」と題して開かれた「JCO臨界
事故 9周年集会」（9月 28日（日）に、東海
村の石神コミセンで開催）では、原子力資料
情報室・西尾漠氏の講演「原発は地球温暖化
の切り札じゃない」が柱に置かれた。続け
て、被害者裁判の控訴審勝利に向けた行動提
起、六ヶ所再処理工場の試運転停止を求める
報告などが行われ、①原発は地球温暖化防止
の切り札ではない、②六ヶ所再処理工場は運
転を停止せよ、③柏崎刈羽原発の運転再開反
対、④原子力空母の横須賀母港化反対、⑤も
んじゅ再開とMOX燃料の輸送反対、⑥ JCO

被害者裁判勝利、を内容とするアピールを
採択した。集会には約 300人が参加し、閉
会後には村内デモが行われた。また 10月 27
日（月）には、相沢東海村議を窓口に、東海
第二原発の高経年化対策、耐震安全対策等を

11）  水戸市では、こうしたサミットの流れを批判しつつ、市民の視点で環境や食料について議論しようと

いう集会「リレートーク・洞爺湖サミットを問う」が、7月に実行委員会主催で開かれ、筆者と茨城大学・

蓮井誠一郎氏が話題提供を行った。
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議題に、原電と共同行動メンバーとの交渉が
もたれた。

⑿ 2009 年の情勢と活動
JCO事故から 10年を迎えようとするなか、
被害者裁判に関しては 5月 14日に東京高裁
で控訴棄却の判決があり、25日に原告が最
高裁に上告した。いっぽう、JCO事故の根本
原因ともいえるプルトニウム利用をめぐって
は、六ヶ所再処理工場の高レベルガラス固化
体製造試験が失敗したうえに、放射性廃液の
漏洩事故が起きるなどして、施設の操業延期
が繰り返される事態となった（8月には、稼
動予定を 14ヶ月延期して 2010年 10月に変
更するという、じつに 17回目となる操業延
期の発表がなされた）。
それを受けて、5月 17日（日）には東海
文化センターで実行委員会主催の「映画・六ヶ
所村ラプソディ＆トーク in東海村」が開か
れ、約 400人が参加した 12）。また、6月 28
日（日）には東海村の中丸コミセンで、原告・
弁護士・医師を招いて、「支援する会」主催
のシンポジウム「JCO健康被害裁判の意義と
東京高裁判決批判」も開かれた。
9月 19日（土）には、「問い続けよう！

JCO臨界事故」と題した「10周年全国集会」
が、10周年にあたることを強く意識して、
東海文化センターで開催された。JCO事故の
教訓を考えるという趣旨に則り、NHE文化
研究所・七沢潔、相沢一正、大泉昭一、伴英
幸の 4氏をパネリストに迎えて、筆者の進行
のもとで「東海村臨界事故は私たちに何を教
えたのか」というシンポジウムを行う形で集
会は進行した。事故当時の新聞記事の複写を
参加者に配ったり、JCOが作業に用いたバケ
ツや沈殿槽などのレプリカを会場に展示した

りという趣向もこらされた。そして、①老朽
原発を停止せよ、②高速増殖炉もんじゅを廃
炉にせよ、③六ヶ所再処理工場を停止せよ、
④プルサーマル計画を廃棄せよ、⑤エネル
ギー消費を削減する方向に政策を転換せよ、
⑥臨界事故の教訓を生かして放射能の出ない
エネルギーを推進せよ、といった内容のア
ピールを 400名の参加者が確認したうえで、
文化センターから駅近傍を周回し、西口に至
るまでのデモ行進が行われた。
いっぽうでは、フランスを出航したMOX

燃料の日本到着、柏崎刈羽原発の一部運転再
開、上関原発工事の着工、もんじゅ再開に向
けた核燃料の輸送など、強引な動きが目立っ
てきた。これに対し、10月 3日には東京の
明治公園で「NO NUKES FESTA 2009」が開
かれて 7000人が参加したが、茨城県では知
事選挙や東海村長選挙が行われて現職続投
が決まるなか、共同行動は 10月 26日（月）
に他の 3団体との連名で、茨城県知事・東海
村長・原電・機構の 4者に申入れを行った。
要請内容は、それぞれ次のとおり。
・茨城県知事および東海村長あて──① JCO

事故被害者の救済を継続し、大規模な原
子力災害を想定した防災体制を確立する
こと。②原子力事業者に情報公開と安全
管理を求め、不十分な事業者には操業を
停止させること。③東海第二原発のプル
サーマルと出力向上は認めないこと。④
原子力施設の新増設を認めず、省エネル
ギーと自然エネルギーの活用をはかり脱
原子力の地域づくりをすすめること。⑤
プルサーマルを含む核燃料サイクル路線
の見直しと、脱原子力を柱にしたエネル
ギー政策への転換を国に求めること。

・原電あて──①熱出力 5％アップを目的に

12）  第一部は、鎌仲ひとみ監督のドキュメント映画『六ヶ所村ラプソディ』の上映。第二部は、原子力資

料情報室・澤井正子「六ヶ所再処理工場の現状」、相沢一正「JCO臨界事故 10周年を考える」、河野直

践「脱原発で食・農・地域の再生を」と題したトーク。
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した改造や運転は実施しないこと。②プ
ルサーマルを導入しないこと。

・機構あて──① JCO臨界事故の発注者責
任を明確にすること。②MOX燃料の再処
理技術の研究開発を再考すること。③国
の高速増殖炉燃料サイクル政策に協力し
ないこと。④もんじゅの運転再開を断念
すること。

３．10年間の運動は何を提起したのか

⑴ 「JCO集会」に見られた特徴
以上、10年にわたる JCO集会を中心にし
た共同行動の活動と、その時々の原子力情勢
について見てきた。これらをふまえて、共
同行動が提起してきた問題と今後の運動課
題を論じて本論を締めくくることにするが、
JCO集会の特徴についてまず整理しておく
と、以下のようなことがあげられよう（なお、
2010年も 9月に同様の枠組みで「11周年」
集会が予定されている）。
第一に、JCO事故そのものに関しては、「住
民の被曝」を最大の論点にしたことが、大き
な特徴であった。JCO事故によってもたらさ
れた経済的被害などにも大きなものがあった
が、多数の住民を被曝させた原子力事故は日
本初のことであり、この「被曝」という点に
こそ、原子力災害の最大の問題があると共同
行動ではとらえた。原子力事故の特徴は、「被
曝」という目に見えない形で起こり、その影
響も低線量の場合には後年になってから確率
的に現われるから、認定には大きな困難が伴
うし、国が行った線量評価についても専門家
や住民から疑問視する声が多々あった。それ
を受ける形で共同行動では、低線量被曝に詳
しい専門家の話、死亡した作業員の被曝治療
の実態、住民の生活影響調査の結果報告等を
JCO集会の柱に据えて、被曝線量の見直し・
被曝者への補償と健康診断の実施などを求め

た。そして、大泉夫妻が起こした健康被害裁
判を、声に出したくても出せない住民たちの
声を代弁するものとして重視した。裁判勝利
をスローガンに掲げて裁判の経過を集会で逐
次報告するとともに、原告や弁護士・支援者
などの訴えを毎年続けたのはそのためである
し、ビキニ水爆実験から 50年を意識して第
五福竜丸の元乗組員を集会の発言者に招いた
のも、「被曝」という問題を一貫して取り上
げようとしたからにほかならない。
第二に、JCO事故の責任問題については、

JCOだけでなく親会社や発注者・監督機関な
どにも責任があるととらえ、それらを追及し
続けた。事故原因も完全には解明されていな
いとする立場をとり、背後関係なども含めた
情報の徹底的な公開を求め続けた。また、こ
の事故は「常陽」の燃料を製造する過程で起
き、しかも動燃の爆発事故に続けて発生した
わけであるから、それ単独の問題として見る
べきではなく、国の無理なプルトニウム利用
路線によって引き起こされた惨事の一つとし
て、共同行動ではとらえた。JCO集会におい
て東海再処理工場の再開問題、六ヶ所再処理
工場やプルサーマル、もんじゅの問題があわ
せて取り上げられたのは、まさにそうした視
点によってであった。
第三に、かかる視点をさらに延長していく
と、JCO事故は国の無謀な原子力開発や、原
子力偏重のエネルギー政策によって引き起こ
された結果の一つ、ということになってくる。
裏返していえば、JCO事故は、当該施設や茨
城県という地域だけの問題ではなく、原発を
はじめとする各地の原子力施設や、その周辺
で暮らしているすべての人々に警告を発した
ことになる。折しも、「原発事故隠し」が各
電力会社で暴露され、地震による原発の損傷
等もあちこちで起きていたから、集会ではこ
れらの問題もあわせて取り上げられ、原子力
業界に蔓延する構造的な問題が批判された。
さらに、それは国のエネルギー政策に対する
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疑問に結びついて、市民サイドからの電力需
給分析、原発が地球温暖化防止に有効かどう
かの検証、原子力大綱への批判等が、集会の
一要素に組み込まれた。
いっぽうで形式的な面に関していうと、共
同行動など 4団体の共催という形で、毎年必
ず集会が開かれたことが見落とせない。日程
も 9月下旬の土曜日か日曜日に固定され、東
海村か水戸市のいずれかで開く形がとられ、
閉会後には欠かさずデモ行進が行われた。と
はいえ、4団体の共催によって 10年間継続
して集会を開くことがいずれかの時点で決め
られたのかというと、そうした経緯はなかっ
たし、日程や場所をあらかじめ固定したわけ
でもなかった。新たな年がめぐってくるたび
に、「今年も集会を開こう」という提案が出
され、そのつど相談がもたれた結果として、
これらの体制・形態が継続されたにすぎない。
また、これも単に結果的にそうなったにす
ぎないが、核化学や放射線被曝などの専門家
を講師に迎えるとともに、県内で運動を進め
ている人たちの発言（臨界事故被害者裁判、
東海再処理工場問題など）、全国各地で運動
を進めている人たちの報告や行動提起（たと
えば、青森からは六ヶ所再処理工場問題、新
潟や静岡などからは原発震災問題、福井県か
らはもんじゅの問題、東京からは原発現地と
の連帯について）を組み合わせる形で、集会
が開かれたのも特徴といえよう。JCO事故を
国の無謀な原子力政策によって生じたものの
一コマにすぎないととらえた結果として、集
会が 4団体の共催に発展し、茨城県内の諸団
体・個人、さらには全国の人々の連帯が追求
されていったのである。

⑵ 提起された課題とその行方
では、運動が提起した問題はどれだけ解決
されたのかを検証するとともに、今後に向け

た運動の課題と役割を考えてみよう。
第一は JCO事故で受けた住民の被曝だが、
線量評価の問題は国に無視され続けてきた
し、被害者裁判も 2010年 5月に最高裁が原
告の上告を棄却したから、運動が提起してき
た問題は解決に至らなかった。しかし、だか
らといって運動が無意味であったのかという
と、必ずしもそうではあるまい。住民の健康
診断は継続されており、受診者数も少なくな
いのが実態だから、健康問題の監視という点
では、運動の存在が一定の役割を果たしてい
ると思われるからである。
公害をめぐっては、「民間企業はもとより、
自治体や国が、自発的に、公害の予防や後始
末にのりだした例は、ほとんどない。被害が
大きくなって、住民が集団でさわぎ、新聞な
どのマスコミ機関がとりあげ、世論が被害者
を支持して、はじめて、原因の調査や防止策
がとられるようになる。……公害は、住民運
動によらねば、解決できないといってよい」
と言われた時代がある 13）。今日もそれがど
れだけ改善されたかは疑問であるし、被曝の
影響が後になってから確率的に現われる原子
力災害では、被害者が泣き寝入りさせられる
危険がとくに大きい。それは、チェルノブイ
リ事故において事故処理にあたった元兵士の
癌死や小児白血病の増加等が問題になってい
るのに、立証の困難に乗じて過小評価や被害
切り捨ての動きが顕著な実情をみれば明らか
である。JCO事故でも、住民が受け身でいた
のでは、同様の苦難に遭遇する危険がある。
第二は事故の責任問題であるが、これも残
念なことに運動側が提起した論点は無視され
続け、刑も不十分なままに確定してしまった。
とはいえ、単に JCOが悪かったというだけ
でなく、この事故が原子力をめぐる構造的な
欠陥の一コマとして起きたという認識は、市
民のあいだに広がったように思われる。それ

13）  庄司光・宮本憲一『恐るべき公害』岩波書店、1964年、186-187ページ。
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には、JCO事故が動燃事故から間もない頃に
起きたこと、電力会社の事故隠しや原発の地
震災害が発生したこともあるが、これらが相
互に関連しあっており、背後に原子力事業者
の体質や強引な原子力政策に問題があること
を提起してきた運動の成果ともいえるであろ
う。事故の責任を隠蔽・矮小化しようとする
動きは必ずといっていいほど生じるものであ
るから、真の責任追及には人々の運動が欠か
せない。とかく専門的でわかりにくいといわ
れる原子力の問題であるだけに、真の原因や
責任の所在を人々に平易に説明していくこと
は、運動の大切な役割といえよう。
第三に、運動サイドが求めた原子力政策や
エネルギー政策も、まったく実現していない。
それどころか、地球温暖化防止対策の一環と
称して原子力推進の動きが加速しているし、
プルサーマルが始められたり（09年 11月 5
日に玄海原発で日本初のプルサーマル試運転
が始まった）、もんじゅが再開されたり（10
年 5月 6日）、六ヶ所再処理工場の本格稼動
が予定されたりしている。しかし、プルサー
マルは住民の反対で進まない地域も少なくな
いし、全国の原発立地も頭打ちになってい
る。茨城県でも、大強度加速器が東海村に作
られたのを除けば大きな原子力施設は近年作
られておらず、東海原発の解体が始まり東海
再処理工場も仕事がなくなってきているのを
みれば、原子力はマイナストレンドに入った
ともいえる。その背後には、経済的にもエネ
ルギー政策的にも、実際には原子力にさほど
のメリットがないことや、災害リスクを勘案
したうえでの自治体等の判断があると思われ
るが、運動が果たしてきた役割にも軽視しえ
ないものがあったと筆者は思う。

⑶ おわりに───── 今後に向けての考察
最後に、共同行動のこれからの役割と課題

を論じて、本論を終えることにしよう。
第一の課題は、各種の原子力施設が集中立
地している茨城県の現実のなかで、これ以上
の事故や被曝、汚染を起こさせないようにす
ることであろう。本県にある原子力施設の多
くは老朽化しているうえに、無理を重ねよう
とする動きが各地に目立つ。六ヶ所再処理の
本格稼動、火災事故を起こしたもんじゅ再開、
プルサーマル導入の動きなどがその典型であ
る。各地の原発で想定されていなかったよう
な地震動を受けて施設が破損したり、炉材の
脆性劣化というような新たな科学的知見が出
てきているにもかかわらず、老朽原発を当初
の想定を超えて長期に運転しようとしたり、
定期点検を短縮しようとする動きも無視でき
ない。原子力をめぐる矛盾がますます深まる
なかで、これまで以上の無理を重ねれば、破
局的な事態を将来しかねないとする専門家の
警告もある（原発批判の科学者としてライト・
ライブリフッド賞を受け、2000年に病死し
た高木仁三郎は、死の直前に世界的な原発の
黄昏状況を見て、原子力の時代が終焉を迎え
るのは時間の問題であるとしつつも、「原子
力時代の末期症状による大事故の危険と結局
は放射性廃棄物がたれ流しになっていくので
はないかということに対する危惧の念」を抱
くと述べた 14）。反対運動がチェック機能を
働かせることによって、状況を破局回避に導
くことが求められている。

JCO事故から 10年を経て、「住民意識の風
化」も言われている。だが実際には、「事故
のことを昨日のことのように思い出す」「あの
ときの怖さは死ぬまで忘れられない」という
住民も少なくない。それよりもむしろ顕著で
あり、大きな問題と思われるのは、「原子力
事業者の意識の風化」ではなかろうか。共同
行動では 10年間に原子力事業者への申入れ
を何度も行ってきたが、近年は担当者のあい

14）  高木仁三郎『原発事故はなぜくりかえすのか』岩波書店、2000年、183ページ。
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だに緊張感が薄れ、事故のことをよく知らな
い職員も増えてきているのが実情である 15）。
その背景には、地域で生活している住民は原
子力施設があるかぎり、常にそれに対峙し続
けねばならないのに対して、肝心の原子力事
業者の職員は、単にその時々に与えられた枠
内で仕事をするだけで、何年かすれば担当替
えになったり、定年になったりというような
関わり方でしかないという、構造的な問題が
ある。これでは教訓を生かすことはできない
し、事故をまた繰り返すことになりかねない。
原子力事業者の意識が風化していくなかで事
故の再発を防止する意味でも、住民運動の目
から問題を提起することは、重要な意味をも
つと考えられる。
第二の運動課題は、「脱原発」の地域づく
りに向けて、従来よりも大きな枠組みの運動
を地域に創出していくことであろう。振り返
れば、この 10年あまりの期間には、もんじゅ
事故、動燃事故、JCO事故、原発の事故隠し
と地震災害といったように、次々と原子力事
故等が生じたために、それにどう対処するか
といった「後追い」の運動に追われた感があ
る。東海第二原発や JCOの裁判も続いてい
たので、それらの動きにあわせて集会を設定
したり行動計画を立てる傾向があった。参加
の呼びかけに関しても、各種のスケジュール
に追われるなかで、もっぱら出てくれそうな
人や協力してくれそうな団体に声をかけて参
加者を集めるといったような、「内向き」の
やり方になりがちであった。集会やイベント

の開催場所も東海村か水戸市に設定せざるを
えなかったために、県内各地で学習会などを
開きつつ、新たな人々を巻き込んでいくスタ
イルの展開には至らなかった。
だが、東海第二原発裁判には最高裁の判決
が出され、健康被害者裁判も原告の敗訴とい
う結果に終わった。むろん、JCO事故で被曝
した住民の健康問題は今後においても課題で
あるが、以上のような状況からすれば、茨城
県の反原子力運動は一つの区切りを迎えた感
がある。いっぽうで新たな動向に目を転じれ
ば、東海第二原発でのプルサーマルが具体化
を迎えつつあるほか、東海原発の解体と東海
第二原発の老朽化というなかで、新たな原子
炉建設を探ろうとする動きも一部にある。過
去の事故をテーマに活動を提起するという運
動スタイルから、「原発の是非はともあれプ
ルサーマルを認めていいのか」「これ以上の
原子力施設を作ることが得策なのか」といっ
た提起を、既存の原発には反対してこなかっ
た人や無関心だった人も含めて広く投げかけ
ていくような、未来志向の運動に転じていか
ねばならない。呼びかけ対象も東海村や周辺
地域の住民にとどまらず、県民全体や周辺都
県の住民に拡大していく必要がある。こうし
た運動を創造するには、共同行動という枠を
超えた、さらに幅広い連帯が必要になるかも
しれないが、かかる新たな運動を生み出すた
めの一助としての役割を果たすことが、共同
行動に求められてくる。
第三の課題は、他地域の人々やさまざまな

15）  電力会社の「原発トラブル隠し」の一つとして発覚した東海第二原発のデータ改竄や機器不正操作に

関し、共同行動は 08年に日本原電に申入れを行った。その折に筆者は、1981年に大きな社会問題と

なった同社の敦賀原発の放射性廃液垂れ流し事故の教訓がいかに継承されているのかを問うた。しか

し、応対に出た課長を含む 3名の担当者は、垂れ流しは 81年に始まったのではなく、74年以来何度

も繰り返され、それらを同社が 7年間も隠蔽し続けた点が当時強く批判されたことを、知らなかった。

また、JCO事故 10周年を機に、共同行動は 09年に原子力研究開発機構に申入れを行ったが、この時

の担当課長も、JCO事故の刑事裁判の結果や事故原因において議論された「発注者としての旧動燃（現・

同機構）の責任問題」について、知識をまったく有していなかった。
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運動と積極的に連帯することをとおして、「脱
原子力」に向けた全国民的な運動を再構築し
ていくことである。かつてチェルノブイリ事
故から間もない頃、原発反対運動が世界各
国で高揚し、その波が日本にも及んだ時期が
あった。この事故を機に原子力の危険性が広
く知られるようになり、世論調査でも原発へ
の賛否が常に拮抗するなど、原子力をめぐる
世論も大きく変化した。運動も一部の革新勢
力や現地の農漁民を主体にしたものから、都
市のファミリー層を担い手とした幅広い運動
に発展した。だが、日本では政策転換が実現
されないまま、その後の運動は停滞に向かっ
た。集会には人が集まらなくなり、原発問題
も話題にのぼらなくなっていったが、そんな
折に起きたのが「もんじゅ」火災であり、動
燃事故であり、JCO事故であったから、こ
れらは問題への関心を改めて喚起したといえ
る。また、その後も原発の事故隠しや地震災
害などの問題が噴出したから、原子力の問題
はさまざまな角度で取り上げられる状況が続
いてはいるものの、運動の全国的な状況は停
滞から脱していない。
いっぽうでは、住民投票や知事の判断に
よって原発立地をはね返したり、プルサーマ
ル計画を阻止するなどの例が各地に現われ
た。それらを受けての情勢分析として、「脱
原子力の政治的連合は崩壊状態にあり、むし
ろ地域住民の運動の方が活発である」「中央
政治よりも、地方や社会のレベルの方に、重
要な変化のサインがある」と見る向きがある
（本田宏）16）。たしかにそうした面もないと
はいえないが、今後の運動をどう組み立てて
いけばいいのか本田は具体的に論じていない
し、「立地点の運動」に過剰な期待を抱くこ
とは妥当性を欠くのではなかろうか。都市と
地方の格差が拡大し、農林漁業や農漁村の衰
退がますます顕著になるなかにあっては、立

地点の住民の力は弱くならざるをえないであ
ろうし、市町村合併や漁協合併等の進行下で
は、立地点の住民の声が薄められていく危険
もある。それらを考え合わせれば、むしろ逆
に都会で電力を消費している人々が、みずか
らの問題として原子力の是非を考え、行動す
ることがポイントだと筆者は考える。
現に、青森県では農業者の反対運動の衰退
以降、核燃施設の立地が一気に進んでしまっ
たし、山口県では祝島住民の粘り強い反対運
動にもかかわらず、上関原発の建設に向けた
工事が始められている。いったんは原告勝訴
の判決があった「もんじゅ」や志賀原発の裁
判も、それぞれ上告審と控訴審では原告が敗
訴を余儀なくされ、地震問題で注目されてい
た浜岡原発の裁判も原告が１審で敗訴した。
予定よりも遅れたとはいえ、プルサーマルも
始まりつつあるのが現在の情勢である。
それぞれの地域で抵抗しているだけでは限
界があるし、国の原子力政策やエネルギー政
策の一環としてこれらの問題が生じている以
上、国の政策転換なしに問題が解決できると
は思えない。日本政府が原発を推進している
背景には、かつての与党であった自民党が原
発推進であるばかりか、09年の総選挙で政
権についた民主党も原発推進という、日本の
貧困な政治情勢がある。世論調査を行えば、
原子力に対する賛否は拮抗しているというの
に、一部の少数政党を除く全政党が原発推進
というのは、明らかに不自然である。この乖
離を埋めていくための取り組みも、重要な運
動課題といえよう。JCO事故という未曾有の
経験を生かして、国の原子力政策・エネルギー
政策の転換に向けた世論形成の先頭に立つこ
とが、茨城県の運動に求められているといえ
よう。

（こうの・なおふみ　本学部教授）

16）  本田宏『脱原子力の運動と政治』北海道大学図書刊行会、2005年、9、269ページ。




